
 

 

 

 

 

令和４年度土木部当初予算案の概要 

 

１．令和４年度国土交通省予算案 

（１）基本方針 

 【基本的な考え方】 

令和４年度予算では次の３点を柱に、令和３年度補正予算と合わせて切れ目なく取

組を進め、施策効果の早期発現を図る。 

① 国民の安全・安心の確保 

東日本大震災や大規模自然災害からの復旧・復興を図るとともに、「防災・減災、国

土強靱化のための５か年加速化対策」を計画的に進める。具体的には、軽石の除去

対策、「流域治水」の本格的展開、総合的な土砂災害対策の加速化・強化、地震、豪

雨、豪雪等災害時における人流・物流の確保のための交通ネットワーク整備、盛土

による災害防止、線状降水帯等の観測・予測体制の強化、インフラ老朽化対策等に

よる持続可能なインフラメンテナンスの実現等に取り組み、防災・減災が主流とな

る安全・安心な社会を構築する。加えて、通学路等の交通安全対策や戦略的海上保

安体制の構築等を図る。 

② 社会経済活動の確実な回復と経済好循環の加速・拡大 

危機に瀕する交通・観光の確保・維持に万全を期しつつ、ポストコロナを見据え、公

共交通の活性化、地域経済を支える観光の本格的な復興の実現等に取り組むととも

に、産業の競争力強化等に資する社会資本の重点整備、住宅・建築物の省エネ対策

や木材利用の促進、自動車の電動化等の促進等のグリーン化施策、国土交通分野の

デジタルトランスフォーメーション、インフラシステム海外展開などを積極的に進

める。 

③ 豊かで活力ある地方創りと分散型の国づくり 

共生社会実現に向けたバリアフリー社会の形成、二拠点居住やワーケーションなど

住生活環境の充実、条件不利地域の振興、スマートシティ・次世代モビリティやコ

ンパクトでゆとりとにぎわいのあるまちづくり、孤独・孤立対策の推進等を進める。 

 

【公共事業の適確な推進】 

○ 社会資本整備は未来への投資であり、将来にわたり「真の豊かさ」を実感できる社

会の構築に向けて、「総力」を挙げたストック効果の最大化や「インフラ経営」の視

点に立った既存施設の計画的な維持管理・更新・利活用を図る。 



 

 

 

 

○ 波及効果の大きなプロジェクト等の戦略的かつ計画的な展開が不可欠であり、中

長期的な見通しの下、必要かつ十分な公共事業予算の安定的・持続的な確保を図る。 

〇 公共事業の効率的かつ円滑な実施、順調な執行のため、新・担い手３法も踏まえ、

施工時期等の平準化や適正価格・工期での契約、国庫債務負担行為の積極的な活用等、

地域企業の活用に配慮した適正規模での発注等を推進する。また、新技術の導入や i-

Construction の推進、建設キャリアアップシステムの普及、技能者の賃金引上げ、

週休２日の実現、外国人技能労働者の受入・育成等、生産性向上や働き方改革等に取

り組む。加えて、災害等に備え、防災体制等の拡充・強化を図る。 

 

（２）国土交通省の一般会計公共事業費 

令和３年度第１次補正予算を含め ６兆８，１８６億円 対前年度比（※）０．９５ 

  ※対前年度比は令和３年度当初予算及び令和２年度補正予算の合計額との比較 

 

 

２．令和４年度土木部当初予算案 

（１）考え方 

○ 島根創生計画に掲げた「人口減少に打ち勝ち、笑顔で暮らせる島根」を実現する

ため、将来を見据えた成果目標を定め、その達成に向け限られた財源の中で取り組

むべき事業を精査した上で補助（交付金）事業を最大限活用し、計画的な事業実施

に努める。 

○ 「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を着実に進める。 

（予算は令和３年度１１月補正・２月補正予算で措置） 

 

（２）予算額 （流域下水道事業会計を除く） 

○土木部全体（公共事業・非公共事業） 

  ８２４億円  対前年度比（※）１．０６ 

○令和３年度１１月補正（中日分）・２月補正（初日分）を含めた場合 

 ９７８億円  対前年度比（※）１．０９ 

 ※対前年度比は令和３年度当初予算及び２年度補正予算の合計額との比較 

（注）流域下水道事業会計を含まない 
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３．公共事業 

（１）予算額 （流域下水道事業会計を含む） 

○公共事業費 

   ６７２億円  対前年度比（※）１．０６ 

○令和３年度１１月補正（中日分）・２月補正（初日分）を含めた場合 

 ８２７億円  対前年度比（※）１．０９ 

 ※対前年度比は令和３年度当初予算及び２年度補正予算の合計額との比較                      

 

【公共事業費の比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※金額については、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある 

 

（２）「人口減少に打ち勝つための総合戦略」を進めるための主な事業 

   ※Ｒ４年度当初予算額＋Ｒ３年度補正予算額（国補正）の合計 

①高速道路網の整備の推進               ８３億円（１５億円増） 

 高速道路や高速道路へつながるアクセス道路の整備を促進し、産業活動や観光、地域間交流を

支える高速道路網の形成を推進 

②空港・港湾の維持・整備の推進             ２１億円（７億円増） 

    物流や人の交流を支える空港・港湾の機能維持や機能向上のための整備を推進 

    ・出雲縁結び空港の保安施設の強化、灯火施設更新 

    ・萩・石見空港の滑走路舗装改良、灯火施設更新 

合計 757 億円 合計 827 億円 

億円 



 

 

 

    ・隠岐世界ジオパーク空港の化学消防車更新、灯火施設更新 

    ・浜田港の上屋（荷捌き倉庫）整備、臨港道路整備 
 

（３）災害に強い県土づくりの推進        ３１０億円（３３億円増） 

 治水対策、土砂災害対策、道路防災対策、橋梁耐震化等により安全・安心な県土整備を推進し、

自然災害による県民生活、財産等への被害を未然に防止 
 

（４）公共土木施設の長寿命化の推進等       ９７億円（７億円増）【一部再掲】 

 公共土木施設の定期的な点検とその結果に基づく修繕等を計画的に実施することにより、安

全性と信頼性を確保するとともに、修繕や更新等に係るコストを縮減 

 

（５）「直轄関連事業」「ダム事業」「災害関連事業」等所要額事業の推進 
 

（６）緊急性や事業効果の早期発現、各圏域への影響等を考慮した箇所付け 

 

４．非公共事業（主なもの） 

   ※Ｒ４年度当初予算額 

①しまねの建設担い手確保・育成事業        117 百万円（61 百万円増） 

 建設産業の担い手を確保・育成するため建設産業団体等が行う就職促進、生産性向上による建

設業の魅力向上等の取組みを支援。建設工事におけるＩＣＴ活用を進めるための機器・建機導入

支援を拡充。 

②しまね定住推進住宅整備支援事業         171 百万円（28 百万円増） 

 中山間地域・離島で移住、定住者を受け入れるための賃貸住宅やお試し暮らし住宅等を、新築

や空き家の改修により整備する市町村に対して、経費の一部を助成。 

改修事業の促進を図るため、空き家の不動産登記・実態調査に要する費用を補助対象に追加。 

③しまね長寿・子育て安心住宅リフォーム助成事業  172 百万円（4百万円増） 

    一戸建て住宅や分譲マンションにおける高齢者等の住宅内での事故を未然に防止するための

バリアフリーリフォーム及び子育て環境の改善に繋がるリフォームを支援。 

新型コロナウイルス感染症対策を推進するため、感染防止対策に資するリフォームの実施を補

助要件に追加。 

 



令和４年度当初予算案
土木部公共事業総括表（一般会計、特別会計、流域下水道事業会計）

単位：百万円

［国補正］
（B)

［通常］
（C）

［国補正］
（E)

［通常］
（F)

道　　　路 19,723 4,015 15,708 22,086 4,959 17,127 2,363 944 1,419

河川・ダム 5,396 1,331 4,065 8,143 4,042 4,101 2,747 2,711 36

砂　　　防 3,881 728 3,153 3,289 1,451 1,838 ▲ 592 723 ▲ 1,315

港湾・空港 3,509 721 2,788 4,151 482 3,669 642 ▲ 239 881

街路・公園 2,838 337 2,501 2,267 63 2,204 ▲ 571 ▲ 274 ▲ 297

下　水　道 1,577 345 1,232 1,354 326 1,028 ▲ 223 ▲ 19 ▲ 204

住　　　宅 760 0 760 835 0 835 75 0 75

文化財調査 12 0 12 11 0 11 ▲ 1 0 ▲ 1

災害関連 1,410 0 1,410 1,586 0 1,586 176 0 176

39,106 7,477 31,629 43,722 11,323 32,399 4,616 3,846 770

うち国土強靱化 7,477 7,477 10,285 10,285 2,808 0

道　　　路 607 0 607 678 0 678 71 0 71

河川・ダム 1,651 0 1,651 1,800 0 1,800 149 0 149

砂　　　防 348 0 348 491 0 491 143 0 143

港湾・空港 1,184 0 1,184 1,030 0 1,030 ▲ 154 0 ▲ 154

街路・公園 192 0 192 232 0 232 40 0 40

下　水　道 1,205 0 1,205 1,221 0 1,221 16 0 16

住　　　宅 411 0 411 105 0 105 ▲ 306 0 ▲ 306

地域整備促進等 430 0 430 498 0 498 68 0 68

災害関連 1,499 0 1,499 1,934 0 1,934 435 0 435

7,527 0 7,527 7,989 0 7,989 462 0 462

46,633 7,477 39,156 51,711 11,323 40,388 5,078 3,846 1,232

道　　　路 6,525 3,105 3,420 4,237 1,061 3,176 ▲ 2,288 ▲ 2,044 ▲ 244

補助維持修繕計 6,525 3,105 3,420 4,237 1,061 3,176 ▲ 2,288 ▲ 2,044 ▲ 244

うち国土強靱化 3,105 3,105 1,061 1,061 ▲ 2,044 0

道　　　路 5,290 0 5,290 5,633 0 5,633 343 0 343

河川・ダム 1,711 0 1,711 1,654 0 1,654 ▲ 57 0 ▲ 57

砂　　　防 455 0 455 448 0 448 ▲ 7 0 ▲ 7

港湾・空港 98 0 98 108 0 108 10 0 10

地域整備促進 1,018 0 1,018 956 0 956 ▲ 62 0 ▲ 62

県単維持修繕計 8,572 0 8,572 8,799 0 8,799 227 0 227

15,097 3,105 11,992 13,036 1,061 11,975 ▲ 2,061 ▲ 2,044 ▲ 17

61,730 10,582 51,148 64,747 12,384 52,363 3,017 1,802 1,215

8,548 1,500 7,048 9,654 2,594 7,060 1,106 1,094 12

うち国土強靱化 1,500 1,500 2,207 2,207 707 0

5,091 239 4,852 8,046 565 7,481 2,955 326 2,629

うち国土強靱化 239 239 0 0 ▲ 239 0

374 0 374 264 0 264 ▲ 110 0 ▲ 110

75,743 12,321 63,422 82,711 15,543 67,168 6,968 3,222 3,746

うち国土強靱化 12,321 12,321 0 13,553 13,553 0 1,232 1,232 0

注　１）社会資本整備総合交付金、防災安全交付金は補助事業に計上。

　　 ２）砂防には、急傾斜地崩壊対策事業、地すべり対策事業を含む。

　　 ３）港湾・住宅には特別会計計上分を含む。

　　 ４）下水道には流域下水道事業会計計上分（資本的支出の建設改良費）を含む。

　　 ５）災害復旧費には、県単災害復旧費を含む。

予算区分　　 Ｒ３年度ベース Ｒ４年度ベース 増減

Ｒ２補正
＋

Ｒ３当初
（A=B+C)

Ｒ２年度
補正

Ｒ３年度
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（流域下水道事業会計を除く）

１．一般会計 （単位：千円）

Ｒ３年度 Ｒ４年度

土木総務課 2,630,440     2,662,136     31,696 101%

技術管理課 436,889       487,798       50,909 112%

用地対策課 3,990,715     4,064,533     73,818 102%

道路維持課 13,260,703    13,739,783    479,080 104%

道路建設課 14,162,159    15,215,213    1,053,054 107%

高速道路推進課 5,868,408     5,313,415     ▲ 554,993 91%

河川課 11,377,763    12,314,148    936,385 108%

斐伊川神戸川対策課 606,453       649,008       42,555 107%

港湾空港課 6,559,772     6,764,801     205,029 103%

砂防課 ※ 9,661,118     11,482,784    1,821,666 119%

都市計画課 3,352,299     3,277,255     ▲ 75,044 98%

下水道推進課 716,520       739,883       23,363 103%

建築住宅課 1,095,012     1,110,521     15,509 101%

一般会計合計 73,718,251    77,821,278    4,103,027 106%

２．特別会計 （単位：千円）

Ｒ３年度 Ｒ４年度

 港湾空港課
（臨港地域整備特別会計） 854,474       1,425,123     570,649 167%

 建築住宅課
（県営住宅特別会計） 3,269,092     3,185,028     ▲ 84,064 97%

特別会計合計 4,123,566     4,610,151     486,585 112%

財源内訳

令和４年度当初予算案　土木部課別予算額　

課名
対前年度比較

 当初予算
（Ａ）

 当初予算
（Ｂ）

増減額
（Ｂ－Ａ）

 比率
（Ｂ／Ａ）

課名
対前年度比較

 当初予算
（Ａ）

 当初予算
（Ｂ）

増減額
（Ｂ－Ａ）

 比率
（Ｂ／Ａ）

財源内訳

国庫支出金 使用料・手数料分担金・負担金 県債 その他の特定財源 一般財源 計

24,395,476  1,060,323   504,307     28,080,400  3,986,994   19,793,778  77,821,278  

国庫支出金 使用料・手数料分担金・負担金 県債 繰入金 その他の特定財源 計

578,740     1,360,226   7           1,660,114   692,653     318,411     4,610,151   

※砂防課予算額：災害復旧費を含む



　債務負担行為の設定　　１９，０８０，７３５千円　（一般会計　１６，４６４，９８２千円、特別会計　２，６１５，７５３千円）

箇所・概要 位　置

公共土木施設維持管理シ
ステム構築事業費

5～8 120,000 新公共土木施設維持管理システムの構築 －

特別資材調査業務委託費 4～5 106,000 建設工事に使用する特別資材の価格調査業務委託 －

建設資材価格実態調査業
務委託費

5 3,742
公共工事の適正な建設資材単価を定めるための単価の動
向調査業務委託

－

土木電算開発費 5～7 150,000 新積算システム延伸における開発・運用 －

島根県土木部単独用地先
行取得費

5～8 396,940
島根県土地開発公社に委託し先行取得した用地を、後年度
に買い戻すための経費

－

社会資本整備総合交付金
事業費

4～5 1,175,000
国道１８６号外（県内一円）　除雪機械
　　250,000千円

県内全域

ほか３件

社会資本整備総合交付金
事業費

5 5,415,000
（一）十六島直江停車場線（西代橋）　橋梁耐震補強工
　　120,000千円

出雲市

（主）松江木次線（東忌部工区）　掘削工
　　150,000千円

松江市

（主）益田阿武線（須子工区）　橋梁上部工・改良工
　　400,000千円

益田市

津和野川　橋梁下部工
　　70,000千円

津和野町

益田港（高津地区）　防波堤
　　200,000千円

益田市

福浦　擁壁工、落石防護柵工
　　30,000千円

松江市

神門通り線（２工区）　橋梁上部工
　　650,000千円

出雲市

ほか４６件

社会資本整備総合交付金
事業費

5～6 328,000 御部ダム　ダム管理用制御処理施設更新 浜田市

社会資本整備総合交付金
事業費

4～7 3,500,000 （主）津和野田万川線（田二穂工区）　トンネル工 津和野町

道路メンテナンス事業費 4～5 160,000 国道４３１号外（県内一円）　現場技術業務委託 県内全域

道路メンテナンス事業費 5 335,000
（一）益田種三隅線（新川橋）　橋梁修繕工
　　100,000千円

浜田市

ほか３件

土砂災害対策道路事業費 4～5 100,000 国道１８４号外（県内一円）　現場技術業務委託 県内全域

道路橋梁維持修繕費 4～5 1,539,600
（主）松江鹿島美保関線外２４８線　道路維持修繕
　　900,000千円

県内全域

ほか５件

道路橋梁維持修繕費 5 224,600 国道４３１号外２４８線　道路パトロール外部委託 県内全域

道路橋梁維持修繕費 4～6 321,200 国道４３１号外２４８線　道路パトロール外部委託 県内全域

道路環境整備費 4～5 617,000
（主）松江鹿島美保関線外２４８線　植樹帯管理
　　194,000千円

県内全域

ほか１件

道路橋梁照明維持費 4～5 140,000 （主）松江鹿島美保関線外２４８線　道路橋梁照明維持 県内全域

令和４年度当初予算案　債務負担行為 （土木部）
（流域下水道事業会計を除く）

〔一般会計〕

事　項 （事　業） 期　間
（年度）

限度額
（千円）

内　容



箇所・概要 位　置
事　項 （事　業） 期　間

（年度）
限度額
（千円）

内　容

道路維持管理業務委託費 4～5 180,000 （主）松江鹿島美保関線外２４８線　道路維持管理外部委託 県内全域

大規模特定河川事業費 5 320,000
湯谷川　京塚橋下部工
　　150,000千円

出雲市

ほか２件

受託事業費 5 36,000
矢原川ダム　ブロック積護岸工
　　6,000千円

浜田市

ほか２件

県単河川災害関連事業費 5 200,000 八戸川　護岸工 江津市

県単河川維持修繕費 4～5 50,000
堂の前排水機場外、奥田川樋門外　排水機場・樋門修繕
　　10,000千円

雲南市

ほか１件

河川管理事業費 4～5 43,600 水門・樋門専門点検 県内全域

ダム管理事業費 4～5 161,300 ダム設備保守点検ほか 浜田市ほか

ダム管理事業費 5 310,000 放流ゲート更新ほか 浜田市ほか

河川総合開発事業費 4～5 140,000
矢原川ダム　現場技術業務委託
　　20,000千円

浜田市

ほか１件

河川総合開発事業費 5 220,000
矢原川ダム　橋梁下部工・グランドアンカー工ほか
　　80,000千円

浜田市

ほか１件

水防活動費 4～5 22,000 水防情報システム保守点検 県内全域

港整備交付金事業費 5 50,000 別府港（十景地区）　　臨港道路整備 西ノ島町

特定土砂災害対策推進事
業費

5 80,000
鳴谷川　護岸工、床固工
　　50,000千円

津和野町

ほか１件

県単砂防修繕費 5 20,000 小伊津川　管更生工 出雲市

〔臨港地域整備特別会計〕

箇所・概要 位　置

港湾建設費 4～6 105,000 浜田港（福井地区）　港湾荷役機械整備 浜田市

〔県営住宅特別会計〕

箇所・概要 位　置

県営住宅施設維持管理事
業費

5～8 902,595
県住宅供給公社
県営住宅管理代行業務（R4年度～R8年度）

県内全域

県営住宅入退去管理事業
費

5～8 579,486
県住宅供給公社
県営住宅管理代行業務（R4年度～R8年度）
県営住宅共同利用システム使用料（R4年度～R8年度）

県内全域

社会資本整備総合交付金
事業費

5 826,672
県営住宅（（仮）江津市第二江津中央団地）建設（第2期）工
事

江津市

住宅市街地総合整備事業
費

5 202,000 県営住宅（松江市淞北台団地）歩道整備工事 松江市

事　項 （事　業） 期　間
（年度）

限度額
（千円）

内　容

事　項 （事　業） 期　間
（年度）

限度額
（千円）

内　容






